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第８期計画での地域支援事業進捗状況(R3.4.1～R6.3.31) 

 

○地域支援事業 

  高齢者が要支援・要介護状態となることを予防し、社会に参加しつつ、地域において自立した

日常生活を営むことができるよう支援することを目的とし、市町村において実施される事業。こ

れに必要な費用は、第１号保険料と公費等により賄われる。 

・公費負担 

    介護予防・日常生活支援総合事業   国 25％、県 12.5％、町 12.5％ 

    包括的支援事業・任意事業      国 38.5％、県 19.25％、町 19.25％ 

・保険料負担 

    介護予防・日常生活支援総合事業 ⇒ 第１号保険料 23％、第２号保険料 27％ 

    包括的支援事業・任意事業 ⇒ 第１号保険料 23％ 

(円) 

地域支援事業 R３年度 R４年度 R５年度 

１ 介護予防・日常生活支援総合事業 54,252,474 58,376,936 62,673,000 

 

 

訪問型サービス(第１号訪問事業) 10,599,689 10,687,212 11,012,000 

 訪問介護相当サービス 10,533,377 10,587,744 10,680,000 

訪問型サービスＣ(緩和した基準よるサービス) 66,312 99,468 332,000 

通所型サービス(第１号通所事業) 35,027,186 38,053,113 40,490,000 

 通所介護相当サービス 33,435,250 36,345,120 38,040,000 

通所型サービスＡ(緩和した基準よるサービス) 1,591,936 1,707,993 2,450,000 

介護予防マネジメント(第１号介護予防支援事業) 5,838,250 5,608,800 6,079,000 

審査支払手数料 182,259 185,094 205,000 

一般介護予防事業 2,605,090 3,842,717 4,887,000 

 介護予防普及啓発事業 176,000 176,000 220,000 

地域介護予防活動支援事業(うんどう教室等) 1,505,090 2,401,717 2,742,000 

地域リハビリテーション活動支援事業 924,000 1,265,000 1,925,000 

２ 包括的支援事業及び任意事業 25,215,780 29,106,776 33,054,000 

 包括的支援事業(地域包括支援センターの運営) 21,714,000 25,377,000 25,883,000 

任意事業 3,501,780 3,729,776 7,171,000 

 介護給付費等費用適正化事業 760,410 327,229 281,000 

家族介護支援事業(家族介護リフレッシュ事業)  894,370 894,795 1,160,000 

その他の事業 1,847,000 2,507,752 5,730,000 

 (１) 成年後見制度利用支援事業 1,844,800 2,413,390 5,593,000 

(２) 住宅改修理由書作成支援事業 2,200 0 11,000 

(３) ショートステイ事業 0 94,362 126,000 

３ 包括的支援事業(社会保障充実分) 12,003,324 14,858,310 15,987,000 

 在宅医療・介護連携推進事業 55,999 209,250 79,000 

生活支援体制整備事業 5,598,212 6,087,312 6,103,000 

認知症総合対策支援事業 5,375,120 7,604,760 8,795,000 

地域ケア会議推進事業 973,993 956,988 1,010,000 

４ 介護予防事業費 0 0 1,000 

合  計 91,471,578 102,342,022 111,715,000 

※R3･4 年度は実績値、R5 年度は当初予算額を掲載しています。 

 

資料３ 



2 

 

○介護予防・日常生活圏域総合事業 

  「介護予防・生活支援サービス事業」と「一般介護予防事業」の２事業で構成され、前者は

要支援１・２の方や基本チェックリストによる判定で、要介護リスクが高いと判断された人に

対象が限定される。後者は、全ての高齢者が対象となる。 

・一般介護予防活動支援事業の実施状況               (延べ人／延べ回) 

 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

地域リハビリテーション活動支援事業 312人/42回 349人/46回  49回 

うんどう教室 

※カッコ内は、集いの場での再掲 

1,859人/248回 

(185人/31回) 

2,150人/280回 

(137人/20回) 

300回 

(23回) 

町職員による健康講座 92人/17回 59人/9回 22回 

介護予防教室(入門編) 270人/32回 163人 21回 24回 

保健師・管理栄養士による健康教室・相談会 104人/17回 177人 22回 40回 

高齢者体力測定事業(保健事業と共催) ― 35人/2回  2回 

体づくり教室(保健事業と共催) 39人/6回 291人/30回 30回 

 ※R5 年度は申込済の計画値。 

※R3.4 年度のうんどう教室は新型コロナウイルス感染拡大により事業中止期間があります。 

 ※保健事業との共催は、65 歳以上の人数のみ掲載。 

 

○包括的支援事業（地域包括支援センターの運営） 

  地域包括支援センターおいて、介護予防・日常生活支援総合事業のサービスを適切に行うた

めの援助や支援を必要としている高齢者に関する相談を受け、適切な支援につなぐ総合相談支

援等を行う事業。 

 ・包括支援センターへの相談内容別のべ件数        (延べ件) 

相談内容 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

介護方法の相談 362 527 

要介護申請の相談 105 151 

介護保険サービスに関すること 287 430 

介護保険以外のサービスに関すること 67 88 

退院後の環境整備に関すること 31 40 

疾病に関すること(認知症含む) 189 34 

生活保護／金銭に関すること 28 16 

権利擁護／成年後見に関すること 18 17 

虐待(疑い含む)に関すること 9 30 

住宅改修に関すること 14 23 

今後の生活に関すること 427 661 

その他 70 63 

合  計 1,607 2,207 

(延べ件) 

認知症での対応 Ｒ３年度 Ｒ４年度 虐待での対応 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

状況確認 112 109 身体的虐待 3 4 

医療機関への受診支援 31 28 経済的虐待 1 0 

認知症サポーター養成講座の実施 14 8 精神的虐待 0 1 

介護サービスの調整等 46 35 介護放棄 3 8 

予防活動 19 34 その他 3 19 

研修会、認知症カフェ等その他 14 9    

合  計 236 226 合  計 10 32 
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○任意事業 

  地域の実情に応じて、給付適正化や介護教室など家族介護者に対する支援等を行う事業。 

 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

家族介護支援事業 

(家族介護リフレッシュ事業) 
98人／33回 145人／43回 

 

○生活支援体制整備事業 

  生活支援コーディネーターの配置や協議体の設置等により、担い手やサービスの開発等を行

い、高齢者の社会参加及び生活支援の充実を推進。 

 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ2年度 Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 

集いの場設置箇所 28 36 39 45 46 (50) 

※各年度末の実績値又は目標値(R5年度に行政区の 3分の 1相当の 50ヶ所程度を目指す。) 

 

○認知症対策総合支援事業 

  認知症初期集中支援チームの関与による認知症の早期診断・早期対応や、地域支援推進員に

よる相談対応等を行い、認知症の人本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい

環境で自分らしく暮らし続けることができる地域の構築を推進。 

 

 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

認知症予防教室 157 人/23 回 177 人/21 回 13 回 

認知症初期集中支援チーム対応件数 14 人/24 回 10 人/24 回 24 回 

認知症サポーター養成講座参加者数 
410 人/15 回 

(287 人/8 回) 

455 人/16 回 

(288 人/9 回) 
9 回 

 ステップアップ研修受講者数 ― ― 1 回 

※R5 年度は申込済の計画値。 

※認知症サポーター養成講座のカッコ内は、小中高校生の受講者数を再掲。 

※令和 3・4 年度の認知症サポーター養成講座ステップアップ研修は新型コロナウイルス感染症の影響に

より中止。 

 

〇地域ケア会議推進事業 

  医療、介護等の多職種が協働して高齢者の個別課題の解決や介護支援専門員の自立支援に資

するケアマネジメント力の向上を図り、個別ケースの課題分析等を積み重ね地域課題の明確化

を図り、その解決に必要な資源開発や地域づくりなど政策形成につなげる。 

 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

自立支援型地域ケア会議 16件/8回 19件/10回 12回 

個別事例地域ケア会議 10件/10回 10件／８回 ― 

 ※自立支援型地域ケア会議については新型コロナウイルス感染症拡大防止のため令和 3年度 

4回、令和 4年度 2回中止しています。 


